様式１　高等（小、中）学校設置認可申請書

令和　　年　　月　　日

岐阜県知事　様

申請者（法人事務所所在地）
学　校　法　人　　　　○　○　○　○
理事長（設立代表者）　　氏　　名　 eq \o\ac(□,印)
○　○　高等（小、中）学校設置認可申請書

○　○　高等（小、中）学校を設置したいので、学校教育法第４条第１項の規定により、認可してくださるよう関係書類を添えて申請します。
〔添付書類〕

１　設置趣意書　
〔様式１－１〕

２　設置要項　
〔様式１－２〕

３　学則　
〔様式１－３〕

４　施設、設備目録　
〔様式１－４〕
５　権利関係を証する書類　
〔様式１－５〕
６　校地調書及び校舎等調書　
〔様式１－６〕

７　校具、教具、図書及び備品の内訳書　
〔様式１－７〕

８　創立費及びその財源　
〔様式１－８〕

９　設置後３年後の事業計画書　
〔様式１－９〕

10　申請年度及び設置後３年度の収支案内書　
〔様式１－10〕

11　寄附行為

12　法人の登記事項証明書
13　法人の議事録の写（理事会議事録及び評議員会議事録）又は設立発起人会議事録の写
14　法人代表者（理事長予定者）の履歴書

15　学級編制表　
〔様式１－11〕

16　教職員編成表　
〔様式１－12〕
17　教職員採用予定者名簿　
〔様式１－13〕

18　教職員採用予定者の誓約書　
〔様式１－14〕

19　教職員採用予定者の履歴書及び教育職員等免許状の写

20　教職員採用予定者の就任承諾書　
〔様式１－15〕

21　教育課程及び授業時間割表　
〔様式１－16〕

22　飲料水に関する証明書（上水道を使用する場合は、その旨を証する書類）

23　学校付近の見取図（最寄の駅からの経路、環境等を略図にしたもの）

24　校地図面（配置図、地積図、運動場面積求積図）　
〔様式１－17〕
25　校舎等図面（平面図、立面図）　
〔様式１－18〕
26　写真（校舎並びに運動場全景及び普通教室、特別教室、管理関係室、図書室等）

27　現に設置している学校の現況調書　
〔様式１－19〕
28　その他必要と認められる書類

(1) 入学案内（案）
(2) 校則の案（高等学校、中学校のみ）
(3) スクールバス経路図（スクールバスを運行する学校のみ）
(4) その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〔様式１－１〕設置趣意書

　　設置しようとする趣旨を明確に記載するとともに、沿革及び付近の状況等を具体的に記載すること。
〔様式１－２〕設置要項（例）

１　目　的

２　名　称

３　位　置

４　課程及び学科等

全日制（定時制）課程　　○　○　科　（高等学校のみ）

入学定員　　　○○人、　　○○学級

総定員　　　　○○人、　　○○学級

男女共学等　　　　　共学、　　別（男、女）

寮制度
５　授業料等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）

	
	○　○　科
	○　○　科
	○　○　科

	授業料
	
	
	

	入学金
	
	
	

	施設設備費
	
	
	

	入学検定料
	
	
	

	○　○　○
	
	
	

	計
	
	
	


６　教職員組織　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　　人）
	
	専　任
	兼　任

	校長
	
	

	教頭
	
	

	教諭
	
	

	助教諭
	
	

	講師
	
	

	養護教諭
	
	

	実習助手
	
	

	事務職員
	
	

	校医
	
	

	歯科医
	
	

	薬剤師
	
	

	○○
	
	

	計
	
	


７　経費及び維持の方法
授業料、入学金、入学検定料その他の費用をもって維持経営する等具体的に記載すること。

８　学校開設の時期

　　令和　　　年　　　月　　　日（予定）

〔様式１－３〕学則
　　学校教育法施行規則第４条の規定を参考に作成すること。

○　○　高　等　学　校　学　則　(例) 
第１章　　総　　　　則

（目的）

第１条　本校は、教育基本法の精神にのっとり、学校教育法等に従って、中学校教育の基礎の上に高等普通教育及び専門教育を施すことを目的とする。
（名称）

第２条　本校は、○○○高等学校という。

（位置）

第３条　本校の位置は、○○○に置く。
第２章　課程の組織及び収容定員
（課程）

第４条　本校の課程及び収容定員は、次のとおりとする。
　　　　全日制課程

　　　　　普通科　　　　　　　　　　　○○○人

　　　　　商業に関する学科　　　　　　○○○人

　　　　　工業に関する学科

　　　　　　　　機械科　　　　　　　　○○○人
　　　　　　　　電気科　　　　　　　　○○○人
　　　　　全日制課程計　　　　　　　　○○○人

　　　　定時制課程

　　　　　普通科　　　　　　　　　　　○○○人

　　　　　商業に関する学科　　　　　　○○○人

　　　　　工業に関する学科

　　　　　　　　機械科　　　　　　　　○○○人

　　　　　　　　電気科　　　　　　　　○○○人

　　　　　定時制課程計　　　　　　　　○○○人

２　各学科の収容定員は、1学級○○人以下とする。

第３章　修業年限、学年、学期及び休業日等

（修業年限）
第５条　本校の修業年限は、次のとおりとする。

全日制課程　　　　３年

定時制課程　　　　４年

（学年）
第６条　学年は、４月１日始まり翌年３月３１日に終わる。

（学期）

第７条　学年を分けて、次の３学期とする。

　　　　第１学期　　４月１日から８月３１日まで

　　　　第２学期　　９月１日から１２月３１日まで

　　　　第３学期　　翌年１月１日から３月３１日まで

（休業日、臨時授業及び臨時休業日）

第８条　休業日は、次のとおりとする。

(1) 国民の祝日に関する法律に規定する休日
(2) 学園記念日（創立記念日）　○月○日
(3) 日曜日
(4) 季休業日　　○月○日から　○月○日まで
(5) 夏季休業日　　○月○日から　○月○日まで
(6) 冬季休業日　　○月○日から　○月○日まで
(7) 学年末休業日　○月○日から　○月○日まで

２　教育上必要があり、かつ、やむを得ない事情があるときは、前項にかかわらず、休業日に授業を行うことがある。
３　非常変災その他急迫の事情があるときは、臨時に授業を行わないことがある。

第４章　　入学、退学、転学及び休業等
（入学資格）

第９条　本校の第１学年に入学することができる者は、次の各号に掲げるものとする。

(1) 中学校を卒業した者

(2) 前号に準ずる学校を卒業した者
(3) 外国において、学校教育における９年の課程を修了した者
(4) 文部大臣の指定した者
(5) 本校において、中学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者

（転入学及び編入学資格）
第１０条　第２学年以上に転入学することができる者は、前条に規定する資格を有し、かつ、前各学年の課程を終了した者とする。
２　第２学年以上に編入学することができる者は、相当年齢に達し、前各学年の課程を修了したと同等以上の学力があると認められた者とする。

（入学許可）
第１１条　入学を希望する者には、選考を行い入学を許可する。

（出願手続）

第１２条　入学を希望する者は、本校所定の入学願書その他の書類に入学検定料を添え、願い出なければならない。

（入学手続）

第１３条　入学の許可を受けた者は、速やかに保証人連署の誓約書その他の書類に入学金を添え、提出しなければならない。
２　前項に定める手続が所定の期日までに行われないときは、入学の許可を取り消すことがある。

（転学）

第１４条　生徒が転学しようとするときは、所定の書類にその事由を明らかにし、保証人において届け出て、承認を得なければならない。
（退学）

第１５条　生徒が退学しようとするときは、所定の書類にその事由を明らかにし、必要書類を添え、保証人において願い出て、許可を受けなければならない。

（再入学）
第１６条　第１４条及び前条の規定により、転学又は退学した者が再入学を願い出たときは、その事由により許可することがある。
（休学）
第１７条　生徒が病気その他やむを得ない事由のため、○か月以上出席することができないときは、所定の書類にその事由を明らかにし、必要書類を添え、保証人において願い出て、許可を受けなければならない。
（復学）
第１８条　前条の規定により、休学中の生徒が復学しようとするときは、所定の書類にその事情を明らかにし、必要書類を添え、保証人において願い出て、許可を受けなければならない。

（転籍）

第１９条　生徒が本校の全日制課程及び定時制課程相互間の転籍を希望するときは、履修した単位に応じ、相当学年に入学を許可することがある。
第５章　教育課程、学習評価及び卒業等

（教育課程）

第２０条　本校の教育課程は、別表に定める教科並びに特別活動及び学校行事等により編成する。
（学習評価）
第２１条　各学年の課程の修了は、生徒の平素の成績を評価し、学年末において認定する。

（卒業）

第２２条　前条の規定により、生徒が本校所定の全課程を修了したと認められるときは、卒業証書を授与する。

（原級留置）

第２３条　生徒が、長期休学その他の事由により所定の単位を修得せず、進級させることが適当であると認めがたいときは、原学年に留め置くことがある。

第６章　保　証　人

（保証人）

第２４条　保証人は、次の各号に掲げる者とする。

(1) 親権者又は未成年後見人
(2) 兄姉その他縁故ある者
(3) 成年者で独立の生計を営む者

２　保証人は生徒の生活と教育に関する一切の責任を負うものとし、常に学校教育活動に協力しなければならないものとする。

（保証人の変動）

第２５条　保証人が転籍、転居又は氏名変更したとき、その他一身上に変動があった場合は、速やかに届け出なければならない。
２　前項の変動が死亡、失そう又は後見開始の審判若しくは破産等に係るものであるときは、改めて、保証人を定めなければならない。
３　保証人が適当でないと認められるときは、変更させることがある。
第７章　教職員

（教職員）

第２６条　本校に次の教職員を置く。
(1) 校長　　　　　　　　　　　○　人
(2) 教頭　　　　　　　　　　　○　人
(3) 教諭　　　　　　　　　　　○　人以上
(4) 養護教諭　　　　　　　　　○　人以上
(5) 実習助手　　　　　　　　　○　人以上
(6) 事務職員　　　　　　　　　○　人以上
(7) 学校医、学校歯科医、学校薬剤師　　　　　　○　人

２　校長は、校務を総括し、所属職員を監督する。

３　教頭は、校長を補佐し、公務を整理する

４　前２項に掲げる者以外の教職員は、それぞれ校務を分掌する。
第８章　授業料、入学金及び入学検定料

（授業料、入学金及び入学検定料）

第２７条　本校の授業料、入学金及び入学検定料は、次のとおりとする。

　　　　　　　　　　　　　　　 全日制課程　　　　　定時制課程

　　　　　授業料（月額）　　　　○○○円　　　　　　○○○円
　　　　　入　学　金　　　　　　○○○円　　　　　　○○○円

　　　　　入学検定料　　　　　　○○○円　　　　　　○○○円

　　　　　○　○　○　　　　　　○○○円　　　　　　○○○円
（納入及び納入の時期）

第２８条　生徒がその在籍中は、出席の有無にかかわらず、授業料を所定の期日までに納入しなければならない。

２　生徒が休学したときは、前項の規定にかかわらず、その始期の属する月（の翌月）から授業料を免除することがある。
（滞納）

第２９条　正当な理由がなく、かつ、所定の手続を行わずに授業料を○○か月以上滞納し、その後においても納入の見込みがないときは、退学を命ずることがある。

（納入金の不還付）

第３０条　すでに納入した授業料、入学金及び入学検定料は、返還しない。ただし、特別の事由がある場合は、この限りではない。

第９章　　賞　　罰

（ほう賞）

第３１条　生徒が学業、素行とも優れ、他の模範となるときは、ほう賞することがある。

（懲戒）

第３２条　生徒がこの学則その他本校の定める諸規則を守らず、その本分にもとる行為のあったときは、懲戒処分を行う。

２　懲戒は、訓告、停学及び退学とする。
３　前項の退学は、次の各号のいずれかに該当する生徒に対してのみ行うものとする。

(1) 性行不良で、改善の見込みがないと認められる者
(2) 学力劣等で、成業の見込みがないと認められる者
(3) 正当の理由がなくて、出席常でない者
(4) 学校の秩序を乱し、その他生徒としての本文に反した者

第１０章　別科及び専攻科

　　　　　（別科又は専攻科を置くときは、この章に設けるものとする。）

第３３条　本校に別科を置く。

２　別科については、別に定める。

第１１章　　寄　宿　舎

第３４条　（寄宿舎を置くときは、この章に設けるか、あるいは別に定めるものとする。）

附　則

１　この学則は、○○年○月○日から施行する。

２　この学則に施行に関し必要な事項は、校長が別に定める。
附　則　（改正例）
（施行日）
第１条　この学則は、○○年○月○日から施行する。

（職員組織の経過措置）
第２条　本文第２６条中第１項第４号中「養護教諭」は、前条の規定にかかわらず、○○年○月○日から設置するものとする。

（授業料の特則）

第３条　本文第２７条中「全日制課程授業料　○○○円」とあるのは、附則第１条の規定にかかわらず、○○年○月○日に入学した生徒については　○○○円とし、○○年○月○日に入学した生徒にあっては、なお従前の例による。
第４条　○○○○○
	注意事項

　小、中学校の学則については、高等学校の学則に準じて作成すること。


〔様式１－４〕施設、設備目録

	種　　別
	地目又は
建物構造
	所在・地番又は
主　要　品　名
	面積又は
点　　数
	自己所有・
借用の別

	校　　地


	
	
	　　　　㎡
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	　　　　　　　　計
	
	

	校    舎


	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	　　　　　　　　計
	
	

	体育館（武道場）
及 び 講 堂 等
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	　　　　　　　　計
	
	

	寄宿舎及び
教職員宿舎
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	　　　　　　　　計
	
	

	校  　 具
	
	　　　　点
	自己所有

	教具
	産業教育
	
	
	〃

	
	理科教育
	
	
	〃

	
	その他
	
	
	〃

	図　　　　   書
	
	
	〃

	上記以外の備品等
	
	
	


	注意事項

　自己所有、借用の区分ごとに小計を設けること。


〔様式１－５〕　権利関係を証する書類

　　添付書類として必要なものは、次のとおりである。

１　権利の所属を証するもの。
(1)　土地及び建物の登記事項証明書
(2)　未登記の場合は、台帳謄本又は　市町村長の所有（使用）証明書

(3)　借用の場合は、貸借契約書の写

(4)　換地等の場合は、換地指定証明書の写

２　その他

(1)　土地が農地等の場合は、農地転用許可書の写
(2)　建物については、建築確認通知書の写及び検査済証の写又は学校建築物であることを証する書類等
(3)　新設学校法人が申請する場合は、登記事項証明書又は建築契約書の写が寄附申込者の名義となっていること。
(4)　既設学校法人が申請する場合で、校舎が未完成のときは、土地の登記事項証明書と建築契約書の写。
	注意事項

　写の末尾に原本と相違ない旨の申請者の署名、押印をすること。


〔様式１－６〕校地調書及び校舎等調書
１　校地調書

	所有　　
借用　  別
	種　　　別
	所在・地番
	面  積
	備  考

	
	校舎敷地
	
	　　　　㎡
	

	
	運動場
	
	
	

	
	○　○
	
	
	

	
	計
	
	
	


	注意事項

１　自己所有分と借用分を別葉に記載すること。

２　施設、設備目録の校地面積と一致させること。


２　校舎等調書

　（校　舎）

	建物名

建物構造
	室　　名


	開設時
	第１年次
	第２年次

	
	
	室数
	面積
	室数
	面積
	室数
	面積

	
	普通教室
	
	㎡
	
	㎡
	
	㎡

	
	○○教室
	
	
	
	
	
	

	
	○○教室
	
	
	
	
	
	

	
	○○教室
	
	
	
	
	
	

	
	校長室
	
	
	
	
	
	

	
	職員室
	
	
	
	
	
	

	
	事務室
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計


	普通教室
	
	
	
	
	
	

	
	特別教室
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	


	注意事項

１　体育館、講堂及び寄宿舎、教職員宿舎についても、同様に別葉で作成すること。

２　施設、設備目録の校舎面積と一致させること。

３　建物名、建物構造は、「本館、鉄筋コンクリート造４階建」等と記載すること。

４　室数及び面積は、当該年度当初に使用できる合計面積を記載すること。

５　年次計画により、施設を整備する場合は、小学校及び高等学校にあっては３年、中学校にあっては２年を限度とする。


 (2)　その他
〔様式１－７〕校具、教具、図書及び備品の内訳書

１　校具

	区分
	品　目
	開設時
	第１年次以降
	備　考

	
	
	数量(点)
	金　額
	数量(点)
	金　額
	

	○○室関係
	
	
	円
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	


	注意事項

１　備考欄に自己所有、購入予定等の別を記入し、見積書、売買契約書等の写を添付すること。

２　翌年度以降に購入する物品は、見積書の写等を添付すること。


２　教具

　　校具に準じて作成すること。
	注意事項

１　高等学校にあっては、産業教育関係、理科教育関係、その他の区分ごとに別葉とし、その他については教科ごとに小計を設けること。

２　中学校にあっては、理科教育関係、その他の区分ごとに別葉とし、その他については教科ごとに小計を設けること。

３　小学校にあっては、教科ごとに小計を設けること。


３　図書

　　校具に準じて作成すること。

４　備品

　　校具に準じて作成すること。

〔様式１－８〕創立費及びその財源

　（創立費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）
	　　　　　　年度

　区分
	○○年度
	○○年度
	申請年度
	開設年度
	○○年度
	○○年度
	合計

	校地取得費
	
	
	
	
	
	
	

	校地造成費
	
	
	
	
	
	
	

	校舎
	
	
	
	
	
	
	

	体育館・講堂
	
	
	
	
	
	
	

	○　○　○
	
	
	
	
	
	
	

	校具
	
	
	
	
	
	
	

	教具
	
	
	
	
	
	
	

	図費
	
	
	
	
	
	
	

	備品
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	

	運営費
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


　（財　源）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）

	区分

年度
	○○年度
	○○年度
	申請年度
	開設年度
	○○年度
	○○年度
	合計

	学生生徒納付金
	
	
	
	
	
	
	

	寄附金
	
	
	
	
	
	
	

	国庫補助金
	
	
	
	
	
	
	

	県費補助金
	
	
	
	
	
	
	

	（内経常費分）
	(　　　)
	(　　　)
	(　　　)
	(　　　)
	(　　　)
	(　　　)
	(　　　)

	市町村補助金
	
	
	
	
	
	
	

	借入金
	
	
	
	
	
	
	

	法人部門支出
	
	
	
	
	
	
	

	○　○　○
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


	注意事項

１　寄附金については、寄附申込書等を添付すること。

２　借入金については、貸付保証書等（日本私学振興財団等は除く。）を添付すること。

３　法人部門支出については、内容が明らかとなる内訳等明細表を作成し添付すること。


〔様式１－９〕設置後３年度の事業計画書　

(1)　設置後３年度の事業計画を年度別に記載すること。
(2)　事業計画は、施設、設備の充実、教職員、生徒等の編制、教育課程の充実、主な学校行事に関する事項について、具体的に計数等をあげて記載すること。
(3)　３年度分の収支予算に関することに注意すること。
	注意事項

小学校にあっては、設置後６年度の事業計画書を作成すること。


〔様式１－１０〕申請年度及び設置後３年度の収支予算書
　(1)　学校法人会計基準に準じた形式で作成すること。
　(2)　申請年度及び設置後３年度について、年度別に作成すること。

　(3)　積算の基礎（収入、人件費等）を詳しく記載すること。

	注意事項

小学校にあっては、申請年度及び設置後６年度の収支予算書を作成すること。


〔様式１－１１〕学級編制表
	課程
	学科
	学　年
	開設時
	
	
	第６年次

	
	
	
	学級数
	生徒数
	
	
	学級数
	生徒数

	
	
	
	
	人
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


	注意事項

課程別（学科別）に小計を設けること。


	
	第６年次

	
	専任
	兼任
	計

	
	人
	人
	人

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


〔様式１－１２〕教職員編成表

	　職　名
	開　設　時
	

	
	専任
	兼任
	計
	

	校長
	
	
	
	

	教諭
	
	
	
	

	助教諭
	
	
	
	

	講師
	
	
	
	

	○○○
	
	
	
	

	○○○
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


	注意事項

〔様式１－２〕の６教職員組織表に準じ、年次計画を作成すること。


〔様式１－１３〕教職員採用予定者名簿
	職名
	専任

兼任

の別
	氏名
	生年月日
	免許状

種　類
	担当

教科

業務
	週割当授業時間数
	最終学歴
	採用予定年月日
	住　所

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	　　人　
	
	
	
	
	
	
	


〔様式１－１４〕教職員採用予定者の誓約書

誓　　　約　　　書
わたくしは、次に揚げる者に該当しないことを誓約します。

１　成年被後見人又は被保佐人

２　禁錮以上の刑に処せられた者

３　教育職員免許法第１０条第１項第２号又は第３号に該当することにより免許状がその効力を失い、当該失効の日から３年を経過しない者

４　教育職員免許法第１１条第１項から第３項までの規定により免許状取上げの処分を受け、３年を経過しない者

５　日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者
　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

〔様式１－１５〕教職員採用予定者の就任承諾書


就　任　承　諾　書

私は、○○小（中、高等）学校が設置になった場合は、○○として就任することを承諾します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

学校法人○○学園

理事長（設立代表者）氏名　　殿

　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	注意事項

採用予定者が公務員の場合は、任命権者の許可書（同意書）を添付すること。


〔様式１－１６〕教育課程及び授業時間割表
１　教育課程

（　　　　　課程　　　　　　科　）

	教科
	科目
	単位数
	1年
	2年
	3年
	備考

	　　　　　　　　

　　　　国　　語


	国語Ⅰ
	
	
	
	
	

	
	国語Ⅱ
	
	
	
	
	

	
	国語表現
	
	
	
	
	

	
	現代文
	
	
	
	
	

	
	古典
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	社　　会
	現代社会
	
	
	
	
	

	
	日本史
	
	
	
	
	


	注意事項

小、中学校は上表に準じて作成すること。


２　授業時間割表（例）
	　
	月
	火
	水
	木
	金
	土

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	


〔様式１－１７〕校地図面

(1)　面積を表示し、地形を正確に記載すること。また、登記簿上の筆数別等区分を明確に表示すること。
(2)　校舎の配置も正確に記載すること。

〔様式１－１８〕校舎等図面

　　　平面図には、種別（室名等）、面積を記載すること。

〔様式１－１９〕現に設置している学校の現況調書

１　学校法人の前年度収支予算書及び決算書並びに当該年度収支予算書（岐阜県知事所轄法人は不要）
２　設置校別教職員組織

(1)　教職員組織　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　現在）（単位　人）
	学校名
	校長
	教員
	○○○
	計
	備考

	
	専
	兼
	計
	専
	兼
	計
	専
	兼
	計
	専
	兼
	計
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　(2)　既設校等（小、中）学校教職員名簿　　　　　（　　　　　　　　　　　現在）
	職名
	氏名
	担当教科
	週当たり
担当時間数
	免許状
の種類
	就任

年月日
	専任　

兼任の別
	備考

	
	
	
	　　時間
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


(3)　設置校別、生徒数調書　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　現在）
	学校名
	定員
	在籍者数
	学級数
	備考

	
	
	１年
	２年
	３年
	計
	１年
	２年
	３年
	計
	

	
	　人
	　人
	　人
	　人
	　人
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


３　設置校別、施設調書及び図面

(1)　施設調書

	学校名
	校地（㎡）
	校舎（㎡）
	備考

	
	運動場
	校舎等敷地
	その他
	計
	普通教室
	○　○
	○　○
	その他
	

	
	
	
	
	
	(　　)
	（　）
	（　）
	
	

	
	
	
	
	
	(　　)
	（　）
	（　）
	
	

	
	
	
	
	
	(　　)
	（　）
	（　）
	
	

	
	
	
	
	
	(　　)
	（　）
	（　）
	
	


	注意事項

１　同一法人の設置する各学校の共用部分は明確に記載すること。

２　校舎は、各室名ごとに記載し、（　）内には室数を記載すること。


(2)　図面

　　　図面は、添付書類様式〔１－１７〕、〔１－１８〕に準じて作成すること。
	注意事項

学校別に作成し、同一法人の設置する各学校間の共用部分は、色分け等で明確にする。


